


　平成２８年度・２９年度に新たに策定した「足立区基本構
想」と「基本計画」。
　公募の区民委員の皆さんにも加わっていただき、３０年後
の足立区の目指すべき将来像として「協創力でつくる　活力
にあふれ　進化し続ける　ひと・まち 足立」を打ち出し、そ
の実現に向けて、ひと・くらし・まち・行財政の４つの視点か
ら基本的な考え方をまとめました。
　とはいっても、「将来、足立区は一体全体どんな街になるの？
計画を読んでも具体的な姿が全然見えてこない」とおっしゃら
れる方 も々おられると思います。そこで、基本計画の次の見直
し時期にあたる７年後の２０２５年、「区はこんな風に変わって
いますよ」という姿が思い浮かぶようにと作成したのが、この
「２０２５年の足立区を知る１６のはなし。」
　まちは「変わる」のではなく、「変える」もの。「こんな街に
住みたい」「こんな毎日をおくってみたい」というお一人おひと
りの思いこそ、街を変えていくエネルギーです。

足立区長　近藤やよい

MESSAGE



北千住マルイの売上げ規模 第1位マルイ
店舗中

わたし、足立区立郷土博物館コレクションの
浮世絵のなかから飛び出してきたの。
足立区を知りつくしたわたしが、
まちの魅力をご案内するわ。



ベジタベライフ
協力店数

市場の数 2
（水産物市場１、青果・花き市場１）

農地面積 3
長ねぎ専門の卸売市場
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施策群とは
足立区基本計画は、4つの視点、7つの柱立て、16の施策群により体系的に施策を整理しています。施策とは、足立区が目指
す将来像を実現するための方策です。施策群は、複数の施策を、その性質の類似性によって束ねたものです。



［2024年度］ 70％



待機児童解消の推進
あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ASMAP）の推進事業
（妊産婦支援事業、こんにちは赤ちゃん訪問事業、3～4か月児健診事業）
子育てサロン事業













データヘルス推進事業
健康あだち21 推進事業（糖尿病対策）
大学病院の誘致

施策を実現するための主な事業

区民の健康寿命が延伸し、都平均との差が縮小平成22年～27年の取組みの成果

【出典】厚生労働科学研究「健康寿命の算定プログラム」により、0歳の平均自立期間を区が算出

（足立区国民健康保険第三期特定健康診査等実施計画）



※日常備蓄：普段使っているものなどを少し多めに備える
　こと。

建物の耐震化や老朽危険家屋等の解消を進めます。

延焼遮断帯の形成、細街路整備による避難路の確保、建物の不燃化などを
進め、木造住宅密集市街地を改善します。

区民消火隊や区民レスキュー隊などの防災区民組織と力を合わせ、災害に備えます。

避難所におけるプライベートスペースや更衣室確保等施設利用計画などの避難
所運営に男女双方の視点を活かすため、女性防災士の育成に力を入れます。

近年多発している豪雨災害や記録的降雨被害に備えて、各河川のタイムライ
ン（事前防災行動計画）の策定を国や都の河川管理者に要望します。

日本はもちろん世界各地でいろいろな災害があるが、

今できる限りの準備はしているつもりだ。

日常備蓄  も実践している。

町会にも入ってご近所とも親しくしてるから

いざという時も心強いし、

区が発行している防災マップ＆ガイドや

洪水ハザードマップを読み込み、

もしものときに家族がどこに避難するのか、

シミュレーションもしている。

区の補助金を活用して自宅の耐震化も済ませた。

近隣には木造の家や路地も多いが、

延焼を防ぐ対策が少しずつ進められているそうだ。

※







創業や経営革新に向けた支援の充実とともに、区内六大学や金融機関などとの協働・
協創による産学金公が連携した取組みが活性化しています。若者の就労準備支援な
どにより、働きたい人すべてが仕事に巡り合い、いきいきと働けるまちになっています。





※Ａ-メールとは？
　区政情報や子どもの安心情報など、足立区についての様々な情報を、あらかじめ登録された携帯電
　話やパソコンのメールアドレス宛に送る足立区のメール配信サービス。

※PDCAマネジメントサイクルとは？
　計画（プラン：P）、実施（ドゥ：D）、評価（チェック：C）、改善・改革（アクション：A）という作業を継続
　的に循環させて業務改善をしていくこと。





※経常収支比率とは？
　家計に置き換えると、定期的に入ってくる収入（給与等）に対する、必ず支払う経費（家賃、光熱水費等）の
　割合を示したもので、 財政構造の弾力性を測定する指標です。70%から80%が適正な水準と言われています。

※実質収支比率とは？
　自治体の財政規模に対する黒字の割合。3%から5%が適正な水準と言われています。

積立金現在高
地方債現在高

区民1人当たり 借金（地方債現在高）と貯金（積立金現在高）






